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議 件 

 

 

同意案第１号  人権擁護委員の推薦について 

議案第 １号  北広島市まち・ひと・しごと創生基金条例の制定について 

議案第 ２号  北広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

議案第 ３号  北広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例について 

議案第 ４号  北広島市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 ５号  大曲椴山線道路改築事業に伴う千歳線上野幌・西の里間こ線橋 

（農場橋）改築工事の施行に関する変更協定の締結について 

議案第 ６号  財産の取得について 

議案第 ７号  財産の取得について 

議案第 ８号  財産の取得について 

議案第 ９号  令和３年度北広島市一般会計補正予算(第１２号) 

議案第１０号  令和３年度北広島市国民健康保険事業特別会計補正予算(第２号) 

 

 



同意案第１号 
 
 
   人権擁護委員の推薦について 

 

 

 下記の者を人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 
 
               記 
 

   氏 名  武
たけ

 田
だ

 美
み

代
よ

子
こ

 

 
 
令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 武田美代子委員の任期満了（令和３年１２月３１日）に伴い、引き続

き推薦するものです。  
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議案第１号 

 
 

   北広島市まち・ひと・しごと創生基金条例の制定について 
 
 
 北広島市まち・ひと・しごと創生基金条例を別紙のとおり制定いたし

たい。 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する費用に充てるための基

金を設置するため、必要な事項を定めるものです。 
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北広島市まち・ひと・しごと創生基金条例 

 

(設置) 

第1条 地域再生法(平成17年法律第24号)第5条第4項第2号に規定するまち・ひと・し

ごと創生寄附活用事業に要する費用の財源に充てるため、北広島市まち・ひと・し

ごと創生基金(以下「基金」という。)を設置する。 

(積立て) 

第2条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。 

 (管理) 

第3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。  

(運用益金の処理) 

第4条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、第1条に規

定する事業に要する費用の財源に充て、又はこの基金に編入するものとする。  

(繰替運用) 

第5条 市長は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を歳計現金に

繰り替えて運用することができる。 

(処分) 

第6条 基金は、第1条に規定する事業に要する費用の財源に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。  

(委任) 

第7条 この条例に定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２号 

 

 

   北広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運 

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例につい 

て 

 

 

北広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年北広島市条例第３３号）の一部を別紙の

とおり改正いたしたい。 

 
 

令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一

部改正等に伴い、保護者の利便性の向上や事業者等の業務負担軽減等を

図る観点から、保護者と事業者等との間の手続きや事業者等が作成、保

存を行う書面等について、電磁的方法による対応を可能とするなど、所

要の改正を行うものです。 
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  北広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

北広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例(平成26年北広島市条例第33号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第3章 略 第1章～第3章 略 

第4章 雑則(第53条・第54条) 第4章 雑則(第53条) 

附則 附則 

  

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第5条 略 第5条 略 

 2 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出

があった場合には、前項の規定による文書の交付

に代えて、第5項で定めるところにより、当該利

用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。この場

合において、当該特定教育・保育施設は、当該文

書を交付したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア

又はイに掲げるもの 

 ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算

機と利用申込者の使用に係る電子計算機と

を接続する電気通信回線を通じて送信し、受

信者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録する方法 

 イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録された前項

に規定する重要事項を電気通信回線を通じ

て利用申込者の閲覧に供し、当該利用申込者

の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに当該重要事項を記録する方法(電磁的

方法による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、特定教

育・保育施設の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルにその旨を記録する方法) 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに前項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

 3 前項に掲げる方法は、利用申込者がファイルへ

の記録を出力することによる文書を作成するこ

とができるものでなければならない。 

 4 第2項第1号の「電子情報処理組織」とは、特定

教育・保育施設の使用に係る電子計算機と利用申

込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。 
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改正後 改正前 

 5 特定教育・保育施設は、第2項の規定により第1

項に規定する重要事項を提供しようとするとき

は、あらかじめ、当該利用申込者に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければ

ならない。 

 (1) 第2項各号に規定する方法のうち特定教

育・保育施設が使用するもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

 6 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施

設は、当該利用申込者から文書又は電磁的方法に

より電磁的方法による提供を受けない旨の申出

があったときは、当該利用申込者に対し、第1項

に規定する重要事項の提供を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該利用申込者が再

び前項の規定による承諾をした場合は、この限り

でない。 

  

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第38条 略 第38条 略 

 2 第5条第2項から第6項までの規定は、前項の規定

による文書の交付について準用する。 

  

(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携) 

第42条 特定地域型保育事業者(居宅訪問型保育事

業を行う者を除く。以下この項から第3項までに

おいて同じ。)は、特定地域型保育が適正かつ確

実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に

提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力

を行う認定こども園、幼稚園又は保育所(以下「連

携施設」という。)を適切に確保しなければなら

ない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であ

ると市が認める地域において特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者については、この

限りでない。 

第42条 特定地域型保育事業者(居宅訪問型保育事

業を行う者を除く。以下この項から第3項までに

おいて同じ。)は、特定地域型保育が適正かつ確

実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に

提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力

を行う認定こども園、幼稚園又は保育所(以下「連

携施設」という。)を適切に確保しなければなら

ない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であ

ると市が認める地域において特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者については、この

限りでない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域

型保育の提供を受けていた満3歳未満保育認定

子ども(事業所内保育事業を利用する満3歳未

満保育認定子どもにあっては、第37条第2項に

規定するその他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号及び第4項第1号において同じ。)を、

当該特定地域型保育の提供の終了に際して、当

該満3歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者の希望に基づき、引き続き当該

連携施設において受け入れて教育・保育を提供

すること。 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域

型保育の提供を受けていた満3歳未満保育認定

子ども(事業所内保育事業を利用する満3歳未

満保育認定子どもにあっては、第37条第2項に

規定するその他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号において同じ。)を、当該特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満3歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお

いて受け入れて教育・保育を提供すること。 

2及び3 略 2及び3 略 

4 市長は、次のいずれかに該当するときは、第1

項第3号の規定を適用しないこととすることがで

きる。 

 

(1) 市長が、児童福祉法第24条第3項(同法附則  
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改正後 改正前 

第73条第1項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。)の規定による調整を行うに当た

って、特定地域型保育事業者による特定地域型

保育の提供を受けていた満3歳未満保育認定子

どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地

域型保育事業者による特定地域型保育の提供

の終了に際して、当該満3歳未満保育認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基

づき、引き続き必要な教育・保育が提供される

よう必要な措置を講じているとき。 

(2) 特定地域型保育事業者による第1項第3号に

掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認めるとき(前号に該当する場合を

除く。)。 

 

5 前項(同項第2号に係る部分に限る。)の場合にお

いて、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第5

9条第1項に規定する施設のうち次に掲げるもの

(入所定員が20人以上のものに限る。)であって、

市長が適当と認めるものを第1項第3号に掲げる

事項に係る連携協力を行う施設として適切に確

保しなければならない。 

 

(1) 法第59条の2第1項の規定による助成を受け

ている者の設置する施設(児童福祉法第6条の3

第12項に規定する業務を目的とするものに限

る。) 

 

(2) 児童福祉法第6条の3第12項に規定する業務

又は同法第39条第1項に規定する業務を目的と

する施設であって、同法第6条の3第9項第1号に

規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を

行うことに要する費用に係る地方公共団体の

補助を受けているもの 

 

6 略 4 略 

7 事業所内保育事業(第37条第2項の規定により定

める利用定員が20人以上のものに限る。次項にお

いて「保育所型事業所内保育事業」という。)を

行う者については、第1項本文の規定にかかわら

ず、連携施設の確保に当たって、同項第1号及び

第2号に係る連携協力を求めることを要しない。 

5 事業所内保育事業(第37条第2項の規定により定

める利用定員が20人以上のものに限る。)を行う

者については、第1項本文の規定にかかわらず、

連携施設の確保に当たって、同項第1号及び第2

号に係る連携協力を求めることを要しない。 

8 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児

童福祉法第6条の3第12項第2号に規定する事業を

行うものであって、市長が適当と認めるもの(附

則第5項において「特例保育所型事業所内保育事

業者」という。)については、第1項本文の規定に

かかわらず、連携施設の確保をしないことができ

る。 

 

9 略 6 略 

  

第4章 雑則 第4章 雑則 

  

(電磁的記録等)  

第53条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条例の
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改正後 改正前 

規定において書面等(書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)により行うことが規定されているも

のについては、当該書面等に代えて、当該書面等

に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。以下この条

において同じ。)により行うことができる。 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定によ

る書面等の交付又は提出については、当該書面等

が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第4項で定め

るところにより、教育・保育給付認定保護者の承

諾を得て、当該書面等に記載すべき事項(以下こ

の条において「記載事項」という。)を電子情報

処理組織(特定教育・保育施設等の使用に係る電

子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。以下この条において同

じ。)を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により提供

することができる。この場合において、当該特定

教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出

したものとみなす。 

 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア

又はイに掲げるもの 

 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機と教育・保育給付認定保護者の使用に係

る電子計算機とを接続する電気通信回線を

通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録する方法 

 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに記録された記

載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給

付認定保護者の閲覧に供し、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機に備え

られた当該教育・保育給付認定保護者のファ

イルに当該記載事項を記録する方法(電磁的

方法による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、特定教

育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法) 

 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに記載事項を記録したものを交

付する方法 

 

3 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定  
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改正後 改正前 

保護者がファイルへの記録を出力することによ

る文書を作成することができるものでなければ

ならない。 

4 特定教育・保育施設等は、第2項の規定により記

載事項を提供しようとするときは、あらかじめ、

当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護

者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種

類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承

諾を得なければならない。 

 

(1) 第2項各号に規定する方法のうち特定教

育・保育施設等が使用するもの 

 

(2) ファイルへの記録の方式  

5 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施

設等は、当該教育・保育給付認定保護者から文書

又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を

受けない旨の申出があったときは、当該教育・保

育給付認定保護者に対し、第2項に規定する記載

事項の提供を電磁的方法によってしてはならな

い。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再

び前項の規定による承諾をした場合は、この限り

でない。 

 

6 第2項から前項までの規定は、この条例の規定に

よる書面等による同意の取得について準用する。

この場合において、第2項中「書面等の交付又は

提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項(以

下この条において「記載事項」という。)」とあ

るのは「書面等による同意」と、「第4項」とあ

るのは「第6項において準用する第4項」と、「提

供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付

又は提出した」とあるのは「書面等による同意を

得た」と、「記載事項」とあるのは「同意に関す

る事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意

を行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」

と、「交付する」とあるのは「得る」と、第3項

中「前項各号」とあるのは「第6項において準用

する前項各号」と、第4項中「第2項」とあるのは

「第6項において準用する第2項」と、「記載事項

を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、

「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得よ

うとする」と、同項第1号中「第2項各号」とある

のは「第6項において準用する第2項各号」と、第

5項中「前項」とあるのは「次項において準用す

る前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同

意を行わない」と、「第2項に規定する記載事項

の提供」とあるのは「この条例の規定による書面

等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

 

  

(委任) (委任) 

第54条 略 第53条 略 

  

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 
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改正後 改正前 

1 略 1 略 

(特定保育所に関する特例) (特定保育所に関する特例) 

2及び3 略 2及び3 略 

(小規模保育事業C型の利用定員に関する経過措

置) 

(小規模保育事業C型の利用定員に関する経過措

置) 

4 略 4 略 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

5 特定地域型保育事業者(特例保育所型事業所内

保育事業者を除く。)は、連携施設の確保が著し

く困難であって、法第59条第4項に規定する事業

による支援その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると市が認める場合は、第42条第1項本

文の規定にかかわらず、この条例の施行の日から

起算して10年を経過する日までの間、連携施設を

確保しないことができる。 

5 特定地域型保育事業者は、連携施設の確保が著

しく困難であって、法第59条第4項に規定する事

業による支援その他の必要な適切な支援を行う

ことができると市が認める場合は、第42条第1項

本文の規定にかかわらず、この条例の施行の日か

ら起算して5年を経過する日までの間、連携施設

を確保しないことができる。 

     附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３号 

 
 

   北広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を 
定める条例の一部を改正する条例について 

 
 
 北広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年北広島市条例第３４号）の一部を別紙のとおり改正いた

したい。 

 
 
  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６１号）の一部改正等に伴い、事業者等の業務負担軽減等を図る

観点から、事業者等が作成、保存を行う書面等について、電磁的方法に

よる対応を可能とするなど、所要の改正を行うものです。 
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  北広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

  一部を改正する条例 

 

北広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年北広

島市条例第34号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第5章 略 第1章～第5章 略 

第6章 雑則(第49条・第50条) 第6章 雑則(第49条) 

附則 附則 

  

(保育所等との連携) (保育所等との連携) 

第6条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業

を行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」という。)

を除く。以下この条、次条第1項、第14条第1項及

び第2項、第15条第1項、第2項及び第5項、第16

条並びに第17条第1項から第3項まで並びに附則

第4項において同じ。)は、利用乳幼児に対する保

育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了後も満3歳以上の児

童に対して必要な教育(教育基本法(平成18年法

律第120号)第6条第1項に規定する法律に定める

学校において行われる教育をいう。以下この条に

おいて同じ。)又は保育が継続的に提供されるよ

う、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所

(子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号)第7

条第4項に規定する保育所をいう。以下同じ。)、

幼稚園(同項に規定する幼稚園をいう。以下同

じ。)又は認定こども園(同項に規定する認定こど

も園をいう。以下同じ。)(以下「連携施設」とい

う。)を適切に確保しなければならない。ただし、

連携施設の確保が著しく困難であると市が認め

る地域において家庭的保育事業等(居宅訪問型保

育事業を除く。第16条第2項第3号において同じ。)

を行う家庭的保育事業者等については、この限り

でない。 

第6条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業

を行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」という。)

を除く。以下この条、次条第1項、第14条第1項及

び第2項、第15条第1項、第2項及び第5項、第16

条並びに第17条第1項から第3項まで並びに附則

第4項において同じ。)は、利用乳幼児に対する保

育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了後も満3歳以上の児

童に対して必要な教育(教育基本法(平成18年法

律第120号)第6条第1項に規定する法律に定める

学校において行われる教育をいう。第3号におい

て同じ。)又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所(子

ども・子育て支援法(平成24年法律第65号)第7条

第4項に規定する保育所をいう。以下同じ。)、幼

稚園(同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。)

又は認定こども園(同項に規定する認定こども園

をいう。以下同じ。)(以下「連携施設」という。)

を適切に確保しなければならない。ただし、連携

施設の確保が著しく困難であると市が認める地

域において家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事

業を除く。第16条第2項第3号において同じ。)を

行う家庭的保育事業者等については、この限りで

ない。 

(1)及び(2) 略  (1)及び(2) 略 

(3) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供

を受けていた利用乳幼児(事業所内保育事業の

利用乳幼児にあっては、第42条に規定するその

他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第4

項第1号において同じ。)を、当該保育の提供の

終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の

希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育又は保育を提供すること。 

(3) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供

を受けていた利用乳幼児(事業所内保育事業の

利用乳幼児にあっては、第42条に規定するその

他の乳児又は幼児に限る。以下この号において

同じ。)を、当該保育の提供の終了に際して、

当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、

引き続き当該連携施設において受け入れて教

育又は保育を提供すること。 

2 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって、次に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第2号の規定を適用

しないこととすることができる。 

2 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって、次に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第2号の規定を適用

しないことができる。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

3 略  3 略 
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改正後 改正前 

4 市長は、次のいずれかに該当するときは、第1項

第3号の規定を適用しないこととすることができ

る。 

 

(1) 市長が、法第24条第3項の規定による調整を

行うに当たって、家庭的保育事業者等による保

育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に

取り扱う措置その他の家庭的保育事業者等に

よる保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に

係る保護者の希望に基づき、引き続き必要な教

育又は保育が提供されるよう必要な措置を講

じているとき。 

 

(2) 家庭的保育事業者等による第1項第3号に掲

げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難

であると認めるとき(前号に該当する場合を除

く。)。 

 

5 前項(同項第2号に該当する場合に限る。)の場合

において、家庭的保育事業者等は、法第59条第1

項に規定する施設のうち次に掲げるもの(入所定

員が20人以上のものに限る。)であって、市長が

適当と認めるものを第1項第3号に掲げる事項に

係る連携協力を行う施設として適切に確保しな

ければならない。 

 

(1) 子ども・子育て支援法第59条の2第1項の規

 定による助成を受けている者の設置する施設

 (法第6条の3第12項に規定する業務を目的とす

 るものに限る。) 

 

(2) 法第6条の3第12項及び第39条第1項に規定

する業務を目的とする施設であって、法第6条

の3第9項第1号に規定する保育を必要とする乳

児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る

地方公共団体の補助を受けているもの 

 

  

(食事の提供の特例) (食事の提供の特例) 

第16条 略 第16条 略 

2 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設

等とする。 

2 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設

等とする。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理

業務を受託している事業者のうち、当該家庭的

保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識

し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行

することができる能力を有するとともに、利用

乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態

に応じた食事の提供、アレルギー、アトピー等

への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼

児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じる

ことができる者として市が適当と認めるもの

(第24条に規定する家庭的保育事業者が第22条

に規定する家庭的保育事業を行う場所(第23条

第2項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。)

において家庭的保育事業を行う場合に限る。) 

(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理

業務を受託している事業者のうち、当該家庭的

保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識

し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行

することができる能力を有するとともに、利用

乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態

に応じた食事の提供、アレルギー、アトピー等

への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の

食事の内容、回数及び時機に適切に応じること

ができる者として市が適当と認めるもの(第24

条に規定する家庭的保育事業者が第22条に規

定する家庭的保育事業を行う場所(第23条第2

項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。附則

第3項において同じ。)において家庭的保育事業

を行う場合に限る。) 
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改正後 改正前 

  

(居宅訪問型保育事業) (居宅訪問型保育事業) 

第37条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保育

を提供するものとする。 

第37条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保育

を提供するものとする。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 母子家庭等(母子及び父子並びに寡婦福祉

法(昭和39年法律第129号)第6条第5項に規定す

る母子家庭等をいう。)の乳幼児の保護者が夜

間及び深夜の勤務に従事する場合又は保護者

の疾病、疲労その他の身体上、精神上若しくは

環境上の理由により家庭において乳幼児を養

育することが困難な場合への対応等、保育の必

要の程度及び家庭等の状況を勘案し、居宅訪問

型保育を提供する必要性が高いと市が認める

乳幼児に対する保育 

(4) 母子家庭等(母子及び父子並びに寡婦福祉

法(昭和39年法律第129号)第6条第5項に規定す

る母子家庭等をいう。)の乳幼児の保護者が夜

間及び深夜の勤務に従事する場合への対応等、

保育の必要の程度及び家庭等の状況を勘案し、

居宅訪問型保育を提供する必要性が高いと市

が認める乳幼児に対する保育 

(5) 略 (5) 略 

  

(連携施設に関する特例) (連携施設に関する特例) 

第45条 略 第45条 略 

2 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法

第6条の3第12項第2号に規定する事業を行うもの

であって、市長が適当と認めるもの(附則第4項に

おいて「特例保育所型事業所内保育事業者」とい

う。)については、第6条第1項本文の規定にかか

わらず、連携施設の確保をしないことができる。 

 

  

第6章 雑則 第6章 雑則 

  

(電磁的記録)  

第49条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記

録、作成その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面等(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されているものについては、当該書面等

に代えて、当該書面等に係る電磁的記録(電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。)により行うことができる。 

 

  

(委任) (委任) 

第50条 略 第49条 略 

  

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 

1 略 1 略 

(食事の提供に関する経過措置) (食事の提供に関する経過措置) 

2 略 2 略 

3 前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的 3 前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的
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改正後 改正前 

保育事業の認可を得た施設等については、施行日

から起算して10年を経過する日までの間は、第1

5条、第22条第4号(調理設備に係る部分に限る。)

及び第23条第1項本文(調理員に係る部分に限

る。)の規定は、適用しないことができる。この

場合において、当該施設等は、利用乳幼児への食

事の提供を家庭的保育事業所等内で調理する方

法(第10条の規定により、当該家庭的保育事業所

等の調理設備又は調理室を兼ねている他の社会

福祉施設等の調理施設において調理する方法を

含む。)により行うために必要な体制を確保する

よう努めなければならない。 

保育事業(家庭的保育事業を行う場所において実

施されるものに限る。)の認可を得た施設等につ

いては、施行日から起算して10年を経過する日ま

での間は、第15条、第22条第4号(調理設備に係る

部分に限る。)及び第23条第1項本文(調理員に係

る部分に限る。)の規定は、適用しないことがで

きる。この場合において、当該施設等は、利用乳

幼児への食事の提供を家庭的保育事業所等内で

調理する方法(第10条の規定により、当該家庭的

保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねてい

る他の社会福祉施設等の調理施設において調理

する方法を含む。)により行うために必要な体制

を確保するよう努めなければならない。 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

4 家庭的保育事業者等(特例保育所型事業所内保

育事業者を除く。)は、連携施設の確保が著しく

困難であって、子ども・子育て支援法第59条第4

号に規定する事業による支援その他の必要な適

切な支援を行うことができると市が認める場合

は、第6条第1項本文の規定にかかわらず、施行日

から起算して10年を経過する日までの間、連携施

設の確保をしないことができる。 

4 家庭的保育事業者等は、連携施設の確保が著し

く困難であって、子ども・子育て支援法第59条第

4号に規定する事業による支援その他の必要な適

切な支援を行うことができると市が認める場合

は、第6条第1項本文の規定にかかわらず、施行日

から起算して5年を経過する日までの間、連携施

設の確保をしないことができる。 

(小規模保育事業B型及び小規模型事業所内保育

事業の職員に関する経過措置) 

(小規模保育事業B型及び小規模型事業所内保育

事業の職員に関する経過措置) 

5 略 5 略 

(小規模保育事業C型の利用定員に関する経過措

置) 

(小規模保育事業C型の利用定員に関する経過措

置) 

6 略 6 略 

(小規模保育事業所A型及び保育所型事業所内保

育事業所の職員配置に係る特例) 

(小規模保育事業所A型及び保育所型事業所内保

育事業所の職員配置に係る特例) 

7～10 略 7～10 略 

     附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４号 

 
 
北広島市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 
 
 北広島市国民健康保険条例（昭和３４年広島村条例第１６号）の一部

を別紙のとおり改正いたしたい。 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）の一部改正等に伴い、

被保険者が出産した際の出産育児一時金の支給額を改正するものです。 
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  北広島市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

北広島市国民健康保険条例(昭和34年広島村条例第16号)の一部を次のように改正す

る。 
改正後 改正前 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 

第5条 被保険者が出産したときは、当該被保険者

の属する世帯の世帯主に対し出産育児一時金と

して40万8,000円を支給する。ただし、規則で定

める出産であると市長が認めるときは、これに1

万2,000円を加算するものとする。 

第5条 被保険者が出産したときは、当該被保険者

の属する世帯の世帯主に対し出産育児一時金と

して40万4,000円を支給する。ただし、規則で定

める出産であると市長が認めるときは、これに1

万6,000円を加算するものとする。 

2 略 2 略 

     附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年1月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 改正後の第5条第1項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係る出産育児一時

金について適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従前の例に

よる。 
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議案第５号 

 
 

大曲椴山線道路改築事業に伴う千歳線上野幌・西の里間 
こ線橋（農場橋）改築工事の施行に関する変更協定の締 
結について 

 
 
 大曲椴山線道路改築事業に伴う千歳線上野幌・西の里間こ線橋（農 

場橋）改築工事の施行に関する変更協定を締結するため、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４０年広

島村条例第４号）第２条の規定により議会の議決を求める。 

記 

１ 協定の目的  大曲椴山線道路改築事業に伴う千歳線上野幌・ 

西の里間こ線橋（農場橋）改築工事 

２ 協定の金額  減額する金額 ６２５，４６２，０００円 

         変更後の金額 ７５７，７７２，０００円 

３ 協定の相手方 札幌市中央区北１１条西１５丁目１番１号 
    北海道旅客鉄道株式会社 

         代表取締役社長 島 田  修 

 

 

  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 市道大曲椴山線道路改築に伴う千歳線上野幌・西の里間こ線橋（農場

橋）改築工事について、工事費の減額に伴う負担総額の変更のため、変

更協定を締結するものです。 
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議案第６号 

 
 

   財産の取得について 
 
 
 都市公園整備事業に係る用地として、下記の土地を取得するため、議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４

０年広島村条例第４号）第３条の規定により議会の議決を求める。 

 

記 
１ 所    在  北広島市西の里 
２ 面    積  ８，５２７．５５㎡ 
３ 種    別  畑 外 
４ 取得予定価格  ２８，１４０，９１５円 
５ 契約の相手方  別添資料のとおり 
 

 

  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 ボールパーク構想に関連する都市公園整備事業に係る用地を取得

するものです。 
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議案第７号 

 
 

   財産の取得について    
    
 
 下記の財産を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（昭和４０年広島村条例第４号）第３条の規定

により議会の議決を求める。 
記 

１ 名称及び数量  小学校学習者用コンピュータ 一式 
２ 取得予定価格  １０５，３８０，０００円（うち消費税及び地方

消費税９，５８０，０００円） 
３ 契約の相手方  札幌市中央区北１条東２丁目５番２号 
          札幌泉第２ビル 
          富士電機ＩＴソリューション株式会社  

北海道支店 
          支店長 青 田  悟 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 

 ＧＩＧＡスクール構想に基づき、小学校学習者用コンピュータを購入

するものです。 
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１

２

３

４

※　当該金額に１０％に相当する金額を加算した金額が、契約金額である。

円
円
円

入 札 （  見  積 ） 書 記 載 価 格 95,800,000
消 費 税 額 9,580,000

落札（ 決定）業者 富士電機ITソリューション株式会社　北海道支店 契 約 金 額 105,380,000

富士電機ITソリューション株式会社
北海道支店

95,800,000 1

日興通信株式会社　北海道支社 132,503,000 2

大丸株式会社 辞　退

第 ４ 回 目 第 ５ 回 目

リコージャパン株式会社　販売事業
本部　北海道支社　公共営業部

辞　退

入 札 （  見  積 ） の 結 果

業　　　　　　者　　　　　　名 代理人 第 １ 回 目 第 ２ 回 目 第 ３ 回 目

入札（ 見 積）年月日 令和3年11月4日 9時30分

入 札 （  見  積 ） 場 所 北広島市役所4階会議室4F

入札（ 見積）状況調書

入 札 番 号 1番入札

件 名 小学校学習者用コンピュータの購入

落 札
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議案第８号 

 
 

   財産の取得について    
    
 
 下記の財産を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（昭和４０年広島村条例第４号）第３条の規定

により議会の議決を求める。 
記 

１ 名称及び数量  電源キャビネット 一式 
２ 取得予定価格  ２１，５７５，４００円（うち消費税及び地方消

費税１，９６１，４００円） 
３ 契約の相手方  北広島市高台町１丁目１４番地７ 
          有限会社北広島富貴堂 
          代表取締役 野 村 裕 子 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 

 ＧＩＧＡスクール構想に基づき、学習者用端末を収容・充電するため

の電源キャビネットを購入するものです。 
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１

２

３

４

※　当該金額に１０％に相当する金額を加算した金額が、契約金額である。

円
円
円

入 札 （  見  積 ） 書 記 載 価 格 19,614,000
消 費 税 額 1,961,400

落札（ 決定）業者 有限会社北広島富貴堂 契 約 金 額 21,575,400

株式会社カミノ　北広島支店 20,236,000 2

有限会社北広島富貴堂 19,614,000 1

株式会社北海教材社　北広島営
業所

21,454,000 5

株式会社ホクト商会　北広島支
店

20,664,000 3

第 ４ 回 目 第 ５ 回 目

株式会社ヤマキ鈴木商店 20,845,000 4

入 札 （  見  積 ） の 結 果

業　　　　　　者　　　　　　名 代理人 第 １ 回 目 第 ２ 回 目 第 ３ 回 目

入札（ 見 積）年月日 令和3年11月4日 9時30分

入 札 （  見  積 ） 場 所 北広島市役所4階会議室4F

入札（ 見積）状況調書

入 札 番 号 2番入札

件 名 電源キャビネットの購入

落 札
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議案第９号 
 
 

令和３年度北広島市一般会計補正予算（第１２号） 
 
 
 令和３年度北広島市の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところ

による。 
 
 （歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ６１０，１４８千円を増額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，７０２，３５３千円とす

る。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（継続費補正） 
第２条 継続費の追加は、「第２表 継続費補正」による。 
（繰越明許費） 
第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定によ

り、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第３表 繰越明許

費」による。 
（債務負担行為補正） 
第４条 債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」による。 
 （地方債補正） 
第５条 地方債の追加及び変更は、「第５表 地方債補正」による。 
 
 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 6,619,941 427,169 7,047,110

 1 国庫負担金 3,141,737 84,809 3,226,546

 2 国庫補助金 3,466,184 342,360 3,808,544

17 道支出金 1,948,790 64,189 2,012,979

 1 道負担金 1,530,807 42,401 1,573,208

 2 道補助金 302,156 21,788 323,944

19 寄附金 1,002,510 2,223 1,004,733

 1 寄附金 1,002,510 2,223 1,004,733

20 繰入金 173,466 58,060 231,526

 1 基金繰入金 173,466 58,060 231,526

21 繰越金 105,399 59,898 165,297

 1 繰越金 105,399 59,898 165,297

22 諸収入 612,024 6,809 618,833

 5 雑入 226,215 6,809 233,024

23 市債 3,546,200 △8,200 3,538,000

 1 市債 3,546,200 △8,200 3,538,000

29,092,205 610,148 29,702,353

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 1,591,007 5,043 1,596,050

 1 総務管理費 662,900 4,043 666,943

 2 企画費 724,929 1,000 725,929

 3 民生費 9,625,563 212,880 9,838,443

 1 社会福祉費 3,959,359 200,732 4,160,091

 2 児童福祉費 3,303,880 12,148 3,316,028

 4 衛生費 1,594,910 356,293 1,951,203

 1 保健衛生費 649,810 356,293 1,006,103

 7 土木費 5,838,510 728 5,839,238

 1 土木管理費 387,431 428 387,859

 2 道路橋梁費 4,580,736 0 4,580,736

 4 都市計画費 846,363 300 846,663

 9 教育費 1,979,335 35,204 2,014,539

 1 教育総務費 501,453 823 502,276

 2 小学校費 217,122 10,857 227,979

 3 中学校費 173,535 10,057 183,592

 4 社会教育費 342,510 2,491 345,001

 5 保健体育費 744,715 10,976 755,691

10 災害復旧費 254,129 0 254,129

 1 254,129 0 254,129

29,092,205 610,148 29,702,353

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

その他公共施設・
公用施設災害復旧
費
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（単位：千円）

（単位：千円）

4 １

７ ２ 道路橋梁費

衛生費

第４表　債務負担行為補正

限度額

338,429

事　　　業　　　名 金　　額

大曲椴山線道路改築事業負担金

令和3年度から

324,093令和4年度まで

2年間以内

保健衛生費

土木費

（追加） （単位：千円）

事　　　項 期　　　間

項

1,060,726

625,794令和4年度

第２表　継続費補正

款 項 事　　　業　　　名

第３表　繰越明許費

総　　額

令和3年度 0

令和5年度

市道整備事業（ボールパーク関連） 596,500

ごみ処理広域化事業
２
清掃費

4
衛生費

新型コロナウイルスワクチン接種事業

（追加）

款

年　割　額年　度

1,686,520
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同　左

52,900

証書借入

又は

証券発行

年6.5％以
内（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

起債の日
から30年以
内（据置期
間を含
む。)にお
いて償還
する。
ただし、必
要に応じ繰
上償還する
ことができ
る。

同　左 同　左

公共施設等地震
災害復旧事業債

136,200

水道事業出資債 47,200

116,000

起債の日から30年以内
（据置期間を含む。)に
おいて償還する。
ただし、必要に応じ繰
上償還することができ

る。

年6.5％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後

の利率）

証書借入

又は

証券発行

公共土木施設大雨災害復旧
事業債

6,300

（追加） （単位：千円）

第５表　地方債補正

限度額

（変更） （単位：千円）

起債の目的
起債の方法 利率 償還の方法

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
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令和３年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第１２号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

16 国庫支出金 6,619,941 427,169 7,047,110

17 道支出金 1,948,790 64,189 2,012,979

19 寄附金 1,002,510 2,223 1,004,733

20 繰入金 173,466 58,060 231,526

21 繰越金 105,399 59,898 165,297

22 諸収入 612,024 6,809 618,833

23 市債 3,546,200 △8,200 3,538,000

29,092,205 610,148 29,702,353

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳入
16款 国庫支出金

 1項 国庫負担金

目

 1 民生費国庫負担金 3,141,737 84,809 3,226,546

計 3,141,737 84,809 3,226,546

16款 国庫支出金

 2項 国庫補助金

 2 民生費国庫補助金 298,387 668 299,055

 3 衛生費国庫補助金 195,150 340,717 535,867

 5 教育費国庫補助金 44,241 975 45,216

計 3,466,184 342,360 3,808,544

17款 道支出金

 1項 道負担金

 1 民生費道負担金 1,343,418 42,401 1,385,819

計 1,530,807 42,401 1,573,208

17款 道支出金

 2項 道補助金

 2 民生費道補助金 219,663 1,588 221,251

 8 災害復旧費道補助金 0 20,200 20,200

計 302,156 21,788 323,944

補 正 前 の 額 補 正 額 計

17 道支出金
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(単位：千円)

節   

 1 社会福祉費負 84,809 障害者自立支援事業負担金 47,440

担金 障害者医療費国庫負担金 5,994

障害児施設給付費国庫負担金 31,375

 1 社会福祉費補 668 障害者自立支援（地域生活支援）事業補助金 668

助金

 1 保健衛生費補 340,717 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 155,466

助金 新型コロナウイルスワクチン接種対策費補助金 182,963

健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業費 2,288

補助金

 1 小学校費補助 575 学校保健特別対策事業費補助金 575

金

 2 中学校費補助 400 学校保健特別対策事業費補助金 400

金

 1 社会福祉費負 42,401 障害者自立支援事業負担金 23,720

担金 障害者医療費道費負担金 2,994

障害児施設給付費道費負担金 15,687

 1 社会福祉費補 420 障害者自立支援（地域生活支援）事業補助金 420

助金

 2 児童福祉費補 1,168 子ども・子育て支援事業費補助金 1,168

助金

 1 その他公共施 20,200 地域づくり総合交付金 20,200

設・公用施設

災害復旧費補

助金

区 分 金 額
説 明
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19款 寄附金

 1項 寄附金

目

 2 総務費寄附金 1,500 1,000 2,500

 4 教育費寄附金 0 923 923

 6 土木費寄附金 0 300 300

計 1,002,510 2,223 1,004,733

20款 繰入金

 1項 基金繰入金

12 財政調整基金繰入金 56,554 58,060 114,614

計 173,466 58,060 231,526

21款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 105,399 59,898 165,297

計 105,399 59,898 165,297

22款 諸収入

 5項 雑入

 3 雑入 225,403 6,809 232,212

計 226,215 6,809 233,024

23款 市債

 1項 市債

 2 衛生債 89,700 5,700 95,400

 6 災害復旧債 136,200 △ 13,900 122,300

計 3,546,200 △ 8,200 3,538,000

補 正 前 の 額 補 正 額 計

23 市債
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(単位：千円)

節   

 1 企画費寄附金 1,000 北海道ボールパーク基金寄附金 1,000

 1 教育総務費寄 823 図書購入費寄附金 623

附金 学校教育振興基金寄附金 200

 2 社会教育費寄 100 図書購入費寄附金 100

附金

 2 都市計画費寄 300 緑のまちづくり基金寄附金 300

附金

 1 財政調整基金 58,060 財政調整基金とりくずし 58,060

繰入金

 1 繰越金 59,898 前年度繰越金 59,898

 6 過年度収入 5,433 施設型給付費等道費負担金 1,937

施設型給付費等国庫負担金 3,496

 7 その他の雑入 1,376 札幌市里塚斎場火葬場利用サービス料 1,376

 1 保健衛生債 5,700 水道事業出資債 5,700

 1 その他公共施 △ 20,200 公共施設等地震災害復旧事業債 △ 20,200

設・公用施設

災害復旧債

 2 公共土木施設 6,300 公共土木施設大雨災害復旧事業債 6,300

災害復旧債

区 分 金 額
説 明
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総括

(歳　出)

款

 2 総務費 1,591,007 5,043 1,596,050

 3 民生費 9,625,563 212,880 9,838,443

 4 衛生費 1,594,910 356,293 1,951,203

 7 土木費 5,838,510 728 5,839,238

 9 教育費 1,979,335 35,204 2,014,539

10 災害復旧費 254,129 0 254,129

29,092,205 610,148 29,702,353歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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(単位：千円)

0 0 1,000 4,043

129,466 0 0 83,414

340,717 5,700 1,376 8,500

0 6,300 300 △5,872

975 0 923 33,306

20,200 △20,200 0 0

491,358 △8,200 3,599 123,391

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 2款 総務費

 1項 総務管理費

目

 5 施設管理費 102,800 2,811 105,611 0 2,811

13 情報化推進 221,097 1,232 222,329 0 1,232

費

計 662,900 4,043 666,943 0 4,043

 2款 総務費

 2項 企画費

 1 企画総務費 441,520 1,000 442,520 0 寄附金

1,000

計 724,929 1,000 725,929 0 寄附金

1,000

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 1 社会福祉総 1,435,885 24,675 1,460,560 0 24,675

務費

 2 高齢福祉費 59,425 1,700 61,125 0 1,700

 3 障がい福祉 2,335,726 174,357 2,510,083 国庫支出金 0 46,059

費 85,477

道支出金

42,821

計 3,959,359 200,732 4,160,091 国庫支出金 0 72,434

85,477

道支出金

42,821

 3款 民生費

 2項 児童福祉費

 1 児童母子福 754,236 1,168 755,404 道支出金 0

祉費 1,168

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他
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(単位：千円)

節       

10 需用費 2,811 施設管理経費 2,811

需用費 2,811         

12 委託料 1,232 情報通信基盤設備管理事業 1,232

委託料 1,232         

保守・点検・整備委託 1,232                  

24 積立金 1,000 企画振興経費 1,000

積立金 1,000         

10 需用費 55 福祉灯油特別対策事業 24,675

11 役務費 235 需用費 55         

19 扶助費 24,385 役務費 235         

扶助費 24,385         

18 負担金補助 1,700 福祉人材確保対策事業 1,700

及び交付金 負担金補助及び交付金 1,700         

交付金 1,700                  

11 役務費 579 障がい者地域生活支援給付事業 2,524

19 扶助費 173,778 扶助費 2,524         

障がい福祉サービス等事業 159,845

役務費 579         

扶助費 159,266         

自立支援医療給付事業（更生医療・育成医療） 11,988

扶助費 11,988         

10 需用費 10 児童手当支給事務 1,168

11 役務費 20 需用費 10         

区 分 金 額
説 明

3 民生費
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目

 2 保育総務費 1,765,553 10,980 1,776,533 0 10,980

計 3,303,880 12,148 3,316,028 道支出金 0 10,980

1,168

 4款 衛生費

 1項 保健衛生費

 2 健康推進費 401,327 342,165 743,492 国庫支出金 0 1,448

340,717

 4 火葬場管理 29,373 8,428 37,801 0 諸収入 7,052

費 1,376

 6 水道事業費 49,169 5,700 54,869 5,700

計 649,810 356,293 1,006,103 国庫支出金 5,700 諸収入 8,500

340,717 1,376

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他
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(単位：千円)

節       

12 委託料 1,138 役務費 20         

委託料 1,138         

保守・点検・整備委託 1,138                  

18 負担金補助 4,800 保育所運営経費 1,766

及び交付金 償還金利子及び割引料 1,766         

22 償還金利子 6,180 子育てのための施設等利用給付事業 4,414

及び割引料 償還金利子及び割引料 4,414         

保育士就労促進事業 4,800

負担金補助及び交付金 4,800         

補助金・助成金・賛助金 4,800                  

 1 報酬 3,685 健康推進経費 3,736

 3 職員手当等 541 委託料 3,736         

 4 共済費 640 保守・点検・整備委託 3,736                  

 7 報償費 1,600 新型コロナウイルスワクチン接種事業 338,429

 8 旅費 328 報酬 3,685         

10 需用費 2,140 職員手当等 541         

11 役務費 28,369 共済費 640         

12 委託料 297,313 報償費 1,600         

13 使用料及び 7,549 旅費 328         

賃借料 需用費 2,140         

役務費 28,369         

委託料 293,577         

清掃委託 612                  

警備委託 121                  

保守・点検・整備委託 31,174                  

保健福祉関連委託 251,806                  

各種電算処理等委託 9,864                  

使用料及び賃借料 7,549         

13 使用料及び 8,428 札幌市里塚斎場火葬場利用サービス事業 8,428

賃借料 使用料及び賃借料 8,428         

23 投資及び出 5,700 水道事業会計繰出金 5,700

資 投資及び出資 5,700         

区 分 金 額
説 明

4 衛生費
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 7款 土木費

 1項 土木管理費

目

 6 駐車場運営 8,348 428 8,776 0 428

費

計 387,431 428 387,859 0 428

 7款 土木費

 2項 道路橋梁費

 1 道路維持費 818,884 0 818,884 6,000 △6,000

計 4,580,736 0 4,580,736 6,000 △6,000

 7款 土木費

 4項 都市計画費

 2 緑化推進費 8,150 300 8,450 0 寄附金

300

 4 公園事業費 210,978 0 210,978 300 △300

計 846,363 300 846,663 300 寄附金 △300

300

 9款 教育費

 1項 教育総務費

 3 教育振興費 437,354 823 438,177 0 寄附金

823

計 501,453 823 502,276 0 寄附金

823

 9款 教育費

 2項 小学校費

 1 学校管理費 134,356 10,857 145,213 国庫支出金 0 10,282

575

計 217,122 10,857 227,979 国庫支出金 0 10,282

575

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他
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(単位：千円)

節       

18 負担金補助 428 有料駐車場管理運営事業 428

及び交付金 負担金補助及び交付金 428         

分担金・負担金 428                  

市道維持管理経費

財源更正

24 積立金 300 緑化推進事業 300

積立金 300         

都市公園整備事業

財源更正

10 需用費 623 教育振興経費 200

24 積立金 200 積立金 200         

学校図書館活用事業 623

需用費 623         

10 需用費 10,857 小学校管理経費 9,707

需用費 9,707         

小学校感染症対策事業 1,150

需用費 1,150         

区 分 金 額
説 明

9 教育費
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 9款 教育費

 3項 中学校費

目

 1 学校管理費 96,957 8,926 105,883 国庫支出金 0 8,526

400

 2 教育振興費 70,849 1,131 71,980 0 1,131

計 173,535 10,057 183,592 国庫支出金 0 9,657

400

 9款 教育費

 4項 社会教育費

 6 文化施設維 79,315 2,391 81,706 0 2,391

持管理費

 9 図書館運営 91,553 100 91,653 0 寄附金

費 100

計 342,510 2,491 345,001 0 寄附金 2,391

100

 9款 教育費

 5項 保健体育費

 4 小学校給食 293,573 5,078 298,651 0 5,078

運営費

 5 中学校給食 272,327 5,898 278,225 0 5,898

運営費

計 744,715 10,976 755,691 0 10,976

10款 災害復旧費

 1項 その他公共施設・公用施設災害復旧費

 1 その他公共 254,129 0 254,129 道支出金 △20,200

施設・公用 20,200

施設災害復

旧費

計 254,129 0 254,129 道支出金 △20,200

20,200

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他
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(単位：千円)

節       

10 需用費 8,926 中学校管理経費 8,126

需用費 8,126         

中学校感染症対策事業 800

需用費 800         

18 負担金補助 1,131 全国全道中体連・中学校文化部活動大会出場支援事業 1,131

及び交付金 負担金補助及び交付金 1,131         

補助金・助成金・賛助金 1,131                  

10 需用費 2,391 文化施設維持管理経費 2,391

需用費 2,391         

10 需用費 100 図書館サービス提供事業 100

需用費 100         

10 需用費 5,078 小学校給食運営経費 5,078

需用費 5,078         

10 需用費 5,898 中学校給食運営経費 5,898

需用費 5,898         

公共施設等地震災害復旧事業

財源更正

区 分 金 額
説 明

10 災害復旧費
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地方債に関する調書

継続費に関する調書

債務負担行為に関する調書

給与費明細書
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１  特別職

報酬 給料
期末手当

（年間支給率）
地域手当

10,397

（3.35月分）

37,670

（3.35月分）

その他 28 12,123

計 53 105,183 25,685 48,067

10,397

（3.35月分）

37,670

（3.35月分）

その他 28 12,123

計 53 105,183 25,685 48,067

長  等 0 0 0

議  員 0 0 0

その他 0 0

計 0 0 0 0

備考         １  　　長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括

一般職員 会計年度任用職員 報酬 給料

(  49  ) (  503  )

456 35

(  49  ) (  499  )

456 35

(  0  ) (  4  )

0 0

（    ）内は短時間勤務職員等の数（外数）

扶養手当

1,886,265562,544

845,598

補正前

補正前

3,637 0

区分

3

22

25,685長  等

議  員 93,060

給 与

541

61,822 961

地域手当

1,308,739

1,308,198

職員手当

補正後

40,599

40,599

61,822

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

961

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

区分

補正後

541

845,057

比  較

給 与 費

給 与

区分

補正後

補正前

　その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

比  較

区分

職員数(人）

長  等

比  較

3 25,685

議  員 22 93,060

1,886,265

職員数（人）

558,907
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（単位：千円）

寒冷地手当 その他の手当 計

退8,652 福18  公43

12,123 12,123

351 179,286 37,792 217,078

退8,652 福18  公43

12,123 12,123

351 179,286 37,792 217,078

0 0 0 0 退　0　福 0   公0

0 0 0

0 0

0 0 0 0

（単位：千円）

退 　66,829    福   1,392

公   3,946

退 　66,829    福   1,392

公   3,946

退　　0　 　　　  福 　 0

公    0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務

手当
特殊勤務

手当
【参考】児童手当

26,508 52,425 64,127 149,699 2,126 33,599

26,508 52,425 64,127 149,699 2,126 33,599

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,557 28,718 0 0

0 2,557 28,718 0 0

0 0 0 0 0

36,433351

162,380

42,575

費

130,730

351 36,433

42,575

130,730

6,142

31,650

31,650

4,483,004

4,818

共済費

計
共済費

備考

備考

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
４人、監査委員２人、農業委員会委員７人、農業利用最適化推進委員５人、教育委員会委員４人）

合計

162,380

6,142

明 細 書

費

3,753,370 4,478,186

4,178

724,816

725,4563,757,548

640
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  （ア）  一般職員

報酬 給料

  （イ）  会計年度任用職員

報酬 給料

（    ）内は会計年度任用職員短時間勤務職員の数（外数）

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

給 与 費

職員手当

補正後
(  49  )

1,206,432

区分 職員数（人）
給 与

456

補正前
(  49  )

1,206,432
456

0

0

1,817,7860

1,817,786

961

0

補正後

比  較
(  0  )

0

区分 期末勤勉手当

961

比  較 0

0

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 61,822

補正前 61,822

0

745,766 40,599

比  較 0 0

745,766 40,599

寒冷地手当

補正前

比  較 541 0

68,479

0

区分 期末勤勉手当 寒冷地手当

補正後 99,832

補正前 0 0

0

補正前 99,291 0

比  較 0 0

0
3,637

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 0 0

558,907 68,479 101,766

比  較
(  4  )

541

職員手当

補正後
(  503  )

102,307
35

補正前
(  499  )

区分 職員数（人）
給 与

562,544

35
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（単位：千円）

退 　66,829    福   1,392

公   3,946

退 　66,829    福   1,392

公   3,946

退　　0　 　　　  福 　 0

公    0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務

手当
特殊勤務

手当
【参考】児童手当

24,412 52,425 64,127 149,320 2,126 33,599

24,412 52,425 64,127 149,320 2,126 33,599

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,557 28,718 0 0

0 2,557 28,718 0 0

0 0 0 0 0

（単位：千円）

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務

手当
特殊勤務

手当
【参考】児童手当

2,096 0 0 379 0 0

2,096 0 0 379 0 0

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

共済費 合計 備考

明 細 書

計

3,643,543619,3253,024,218

費

3,024,218 619,325 3,643,543

00 0

4,818

備考

834,643

4,178 640

合計
計

733,330 106,131 839,461

費
共済費

729,152 105,491
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  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

0 給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 0

0 制度改正に伴う増減分

その他増減分 0

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

302,585 313,421 373,800 -

324,770 338,097 381,000 -

40歳2月 41歳5月 51歳4月 -

303,095 316,413 370,120 -

324,914 340,285 377,320 -

40歳5月 41歳7月 50歳4月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

令和3年１月１日
現 在

令和2年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

増    減    事    由    別    内    訳
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（単位：千円）

0

0

0

   イ  初任給 （単位：円）

区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

高校卒 150,600 150,600 -

大学卒 182,200 182,200 -

高校卒 - - -

大学卒 - - -
国   の   制   度

備                                                       考説             明

北広島市の制度
182,200

150,600

182,200

150,600

一般行政職
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   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.6 0 0.0 1 20.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
36 9.8 8 8.9 2 40.0 -     -     
(3) (6) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.1 3 3.3 1 20.0 -     -     
(3) (6) (1) (20) (-) (-) (-) (-)
131 35.7 41 45.5 - - - -
(35) (70) (4) (80) (-) (-) (-) (-)
80 21.9 16 17.8 - - -     -     
(8) (16) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
56 15.3 8 8.9 1 20.0 -     -     
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
35 9.6 14 15.6 - - - -     
(50) (100) (5) (100) (-) (-) (-) (-)
366 100 90 100 5 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.2 1 1.1 1 20.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
28 7.8 6 6.8 2 40.0 -     -     
(4) (8) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
22 6.1 4 4.5 - - -     -     
(12) (24) (1) (20) (-) (-) (-) (-)
121 33.9 41 46.7 1 20.0 - -
(33) (66) (3) (60) (-) (-) (-) (-)
74 20.7 18 20.5 - - -     -     
(4) (8) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
61 17.0 6 6.8 1 20.0 -     -     
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
37 10.3 12 13.6 - - - -     
(54) (100) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
358 100 88 100.0 5 100.0 - -

（級別の基準となる職務）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

職 務 の 内 容

４級

６級

７級

令和２年１月１日
現 在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

令和３年１月１日
現 在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

技能労務職

級

１級

計

区       分

一般行政職 消防職 教育公務員
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   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 0 0 0 0 0

２号給 44 32 8 4 0

３号給 11 7 4 0 0

４号給 371 294 76 1 0

93.4% 92.8% 95.7% 100.0% -

１号給 0 0 0 0 0

２号給 44 32 8 4 0

３号給 11 7 4 0 0

４号給 371 294 76 1 0

93.4% 92.8% 95.7% 100.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

（1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45

（1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45

（1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45
国の制度 有

区        分
職制上の段階、職務の級等
による加算措置

補　正　後 有

補　正　前 有

0
（ A ）

昇給に係る職員数
426 333 88 5 0

（ B ）

補
 
 
 

正
 
 
 

前

職員数
456 359 92 5

号給数
別内訳

比率(B)/(A）

5 0
（ A ）

昇給に係る職員数
426 333 88 5 0

（ B ）

区       分

補
 
 
 

正
 
 
 

後

職員数
456 359 92

号給数
別内訳

比率(B)/(A）
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   カ   定年退職及び応募認定退職に係る退職手当              
２ ０ 年 勤 続 ２ ５ 年 勤 続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（2%～45%

加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（支給率等） （2%～45%

加算）

   キ   地域手当              

北広島市 札幌市

0% 3%

0 2

   ク   特殊勤務手当          
全職種 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

家賃 支給額

(1)23,000円以下

(2)23,001～52,999円

(3)53,000円以上

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

住居手当 異 (1)家賃－11,000円

(2)（家賃-23,000円）×1/2+12,000円

(3)27,000円

通勤手当 異

手当の名称
防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

国の制度との異同 差      異      の      内      容

同

支給対象職員の比率（％）
16.9% 4.5% 66.7% 0.0% -

（令和３年１月１日現在）

給料総額に対する比率（％） 0.2% 0.1% 0.6% 0.0% -

3% 3% 20%

区                  分

支給対象職員数（人） 1 1

国の指定基準に
基づく支給率（％）

北海道内は札幌市に在勤する職員 東広島市に在勤する職員 東京都特別区に在勤する職員

区     分 備     考

支給対象地域 東広島市 国への派遣等

支給率（％） 3% 20%
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継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の

見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

国道支出金 地方債 その他

令和

4 2
3 0 0 0 0 0 0 0 0.0

衛生費 清掃費 4 625,794 198,753 379,800 0 47,241 625,794 37.1

5 1,060,726 326,311 648,600 0 85,815 1,060,72662.9

計 1,686,520 525,0641,028,4000 133,056 0 0 0 01,686,520100.0

ごみ処
理広域
化事業

左 の 財 源 内 訳
当該年度
末までの
支 出
予 定 額

翌 年 度
以 降
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率
(%)

（単位：千円）

前々年度
末までの
支 出 額

前年度末
ま で の
支 出
(見込)額

款 項 事業名
当該年度
支 出
予 定 額年　度

全　　体　　計　　画

年割額 特　定　財　源
一般財源
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　　（単位：千円）

事　　　　項 限　度　額 　　　　　特　　定　　財　　源

期 間 金  額 期 間 金  額 国（道）支出金 地方債 その他

 令和3
～

 令和4
-

支出（見込）額  支出（見込）額
一般財源

194,456 116,600 13,037

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
      又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　　　　

前年末までの  当該年度以降の 左  の  財  源　内　訳   

324,093
大曲椴山線道路改築
事業負担金

324,093 -
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地方債の令和元年度末及び令和２年度末における現在高
並びに令和３年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

現在高 現在高 起債借入見込額元金償還見込額 現在高見込額

１　普通債 18,311,572 18,681,462 3,786,500 1,448,093 21,019,869

（１）総務債 5,278,830 5,050,451 70,700 333,547 4,787,604

うち庁舎 3,407,216 3,351,842 0 145,308 3,206,534

（２）民生債 405,923 367,286 0 39,072 328,214

（３）衛生債 1,757,914 1,612,677 95,400 151,164 1,556,913

（４）農林水産業債 49,641 55,025 0 8,205 46,820

（５）商工労働債 73,320 58,900 0 14,420 44,480

（６）土木債 6,849,393 7,762,921 3,333,600 404,593 10,691,928

うち道路橋梁 3,579,054 4,066,047 1,607,400 200,248 5,473,199

うち公園 772,282 900,920 161,100 38,659 1,023,361

うち街路 229,509 530,495 1,237,100 27,126 1,740,469

うち区画整理 0 0 0 0 0

うち公営住宅 2,154,856 2,076,697 0 107,436 1,969,261

（７）消防債 404,366 420,076 32,800 66,306 386,570

（８）教育債 3,022,777 3,030,984 254,000 302,562 2,982,422

うち学校 2,227,641 2,281,760 209,500 242,485 2,248,775

（９）市場公募債借換債 469,408 323,142 0 128,224 194,918

２　災害復旧債 335,268 753,929 185,300 6,924 932,305

３　その他 11,078,850 11,079,827 1,010,500 893,340 11,196,987

（１）減税補填債等 212,616 323,845 0 31,742 292,103

（２）臨時財政対策債 10,866,234 10,755,982 1,010,500 861,598 10,904,884

29,725,690 30,515,218 4,982,300 2,348,357 33,149,161

令和3年度起債借入見込額は、令和2年度繰越未収入特定財源地方債を含む。

区　　　　分
令和３年度中増減見込

合　　　　　　計

- 61 -



- 62 -



 

 

議案第１０号 
 
 

令和３年度北広島市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 
 
 
 令和３年度北広島市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 
  
１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３２，９２１千円を増額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，５０４，７６１千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 
 
 
 
  令和３年１１月２６日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

 2 道支出金 4,841,258 32,921 4,874,179

 1 道負担金 4,841,258 32,921 4,874,179

6,471,840 32,921 6,504,761

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 保険給付費 4,746,162 32,921 4,779,083

 2 高額療養費 630,492 32,516 663,008

 5 傷病手当金 563 405 968

6,471,840 32,921 6,504,761

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和３年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（国民健康保険事業特別会計補正予算第２号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

 2 道支出金 4,841,258 32,921 4,874,179

6,471,840 32,921 6,504,761

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳入
 2款 道支出金

 1項 道負担金

目

 1 保険給付費等交付金 4,841,258 32,921 4,874,179

計 4,841,258 32,921 4,874,179

補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 道支出金
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(単位：千円)

節   

 1 普通交付金 32,516 普通交付金 32,516

 2 特別交付金 405 特別調整交付金分 405

区 分 金 額
説 明

- 71 -



総括

(歳　出)

款

 2 保険給付費 4,746,162 32,921 4,779,083

6,471,840 32,921 6,504,761歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

- 72 -



(単位：千円)

32,921 0 0 0

32,921 0 0 0

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 2款 保険給付費

 2項 高額療養費

目

 1 高額療養費 630,092 32,516 662,608 道支出金 0

32,516

計 630,492 32,516 663,008 道支出金 0

32,516

 2款 保険給付費

 5項 傷病手当金

 1 傷病手当金 563 405 968 道支出金 0

405

計 563 405 968 道支出金 0

405

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

18 負担金補助 32,516 高額療養費 32,516

及び交付金 負担金補助及び交付金 32,516         

医療費関連 32,516                  

18 負担金補助 405 傷病手当金支給事業 405

及び交付金 負担金補助及び交付金 405         

医療費関連 405                  

区 分 金 額
説 明

2 保険給付費
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